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研究成果の概要（和文）：　本研究では、未観測因子による政策選択が存在する場合における政策の最適な割り
当てルールの統計的決定手法を開発し、その統計的性質を導出した。先行研究に置かれている仮定を弱め、部分
識別理論を組み入れ、現実により近い状況を考えた。予算制約の下で、政策の平均効果を最大化するように、属
性の異なる個人に応じて政策の割り当てルールを統計的に決定する手法を提案した。

研究成果の概要（英文）：This project provides treatment assignment rules when treatment selections 
by unobserved variables are allowed. In observational studies, there may be some of persons whose 
treatments were selected in an unknown way. Under this weak assumption, we partially identify the 
treatment effect, and then choose the assignment rule with maximum welfare.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年、データの整備の進展と機械学習への関心が高まり、平均効用の最大化を目的とした政策の最適な割り当
てルールの統計的決定手法に関する研究が盛んになっている。本研究は、その流れの中で未観測因子による政策
選択をする場合における政策の最適な割り当てルールの統計的決定手法であり、また、部分識別理論を加えて分
析すること、他の既存方法と比較して優劣を示すこと、実証分析を行うことで、さらに押し進めようとするもの
である。この手法が実社会のデータ分析で応用されることによって、政策の適切な評価・立案に寄与できると考
える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 昨今、「エビデンスに基づく政策形成」が重要視されている。政策立案の際に、科学的なデー
タ分析により、政策の効果を検証し、それに基づいて議論を行うべきだという考え方である。
政策の効果を正確に理解するための政策評価法に関するこれまでの研究は、主に以下の三点に
注目してきた。（１）政策に関する因果関係を表すパラメータの識別、（２）観測因子・未観測
因子による因果関係の異質性分析、（３）政策の効果を表すパラメータの推定と統計的性質。 
 しかし、実社会問題においては、政策の評価に留まらず、政策の効果を理解したうえで、そ
れに基づいて政策を実施することが求められており、個人の異質性に応じた政策の最適な割り 
当てルールを決定することが重要である。例えば、職業訓練は一定の性質を持つ失業者に効が
あり、どのような失業者を職業訓練に割り当てればよいか、を決定しなければならない。近年、
統計的決定理論に基づいた、政策の最適割り当てルールの統計的決定方法とその性質に関する
研究が盛んに行われている。具体的には、実験や調査観察より得られたサンプルデータより、
政策の効果を調べ、政策の平均効用を最大化するよう、母集団の個人に政策を割り当てる。 
 これまでの種々の政策割り当てルールの決定手法は、個人は観測因子による政策選択をする
（無視可能性仮定）という仮定の下で、研究されてきた。しかし、未観測因子によって政策を
選択する個人が存在する場合には、既存の政策割り当てルールの決定手法では、求められた平
均効果にバイアスが生じ、それに応じた割り当てルールは最適とならないといった問題がある。
未観測因子によって政策選択をする例として、新たな職業訓練が提案された際に、分析者が観
測できる個人の属性（性別、年齢など）のみならず、職業訓練の効果に疑念を抱いて、職業訓
練に参加しなかった個人が存在する場合等がある。この場合、個人の政策への評価は分析者に
は観測できないため、これまでの政策割り当てルールの決定手法は適用できない。実証分析で
は、自己選択される状況を考える場合が多いが、その状況を考慮した政策の最適な割り当てル
ールの統計的決定手法に関する研究は十分に行われていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、未観測因子による政策選択をする場合における政策の最適な割り当てルー
ルの統計的決定手法を開発することである。先行研究の仮定を必要としない識別・推定方法を
探求し、政策の最適な割り当てルールを統計的決定する時の推定の正確さと仮定の信頼性両者
間のトレードオフの仕組みを明らかにする。また、より現実的な状況を考え、政策の最適な割
り当てルールの統計的決定手法を提案することで、実社会における政策の適切な立案に貢献す
ることを目的とする。また、実証分析として、ランキング実験のデータを用いて、統計的検定
を行うことを目指す。 
 本研究では、仮定を弱めたため、平均効用は点識別することはできず、部分識別することに
なる。点識別はパラメータの真値を点として完全に定めることであり、部分識別とはパラメー
タの真値が属する集合を識別することをいう。本研究では、部分識別を用いるという挑戦的な
発想に基づく政策の最適な割り当てルールの統計的決定手法を開発する。このことより、これ
まで捉え切れていなかった個人の政策選択の政策割り当てへの影響を明らかにする枠組みを構
築し、実証分析の可能性を広げる。 
 
３． 研究の方法 
 本研究では、これまでの点識別の下での政策の最適な割り当てルールの決定モデルに、部分
識別を導入し、統計的性質を調べる。 
 まずは、無視可能性を仮定せず、平均効用を部分識別する。次に、観測データに未観測因子
による政策選択が存在する場合を考慮した、平均効用を最大化するような政策の最適な割り当
てルールを求める。統計的決定手法の開発を考える。この方法では、実際の政策立案際の予算
制約を政策割り当てルールの関数形に反映し、観測データから、政策の平均効果が最大となる
ように政策割り当てルールの関数形のパラメータを決定する。最後に、最悪のケースの平均効
用リグレットの漸近理論を導出する。 
 
４．研究成果 
（1）政策の割り当てルールの提案 
ミニマックスリグレット法に基づいて、効用の最適問題を構築できた。未観測因子によって

政策を選択する個人が存在する場合には、既存の政策割り当てルールの決定手法では、求めら
れた平均果にバイアスが生じ、それに応じた割り当てルールは最適とならないといった問題が
あることから、無視可能性を仮定せず、平均効用を部分識別し、その下限を導出した。次に、
効用最大化法を拡張することによって、観測データに未観測因子による政策選択が存在する場
合を考慮した、政策の最適な割り当てルールの統計的決定手法を求めた。 
 政策の最適な割り当てルールによって得られた結果とデータから決定された政策割り当てル
ールによって得られる結果の乖離度の基準である、最悪のケースの平均効用リグレットの上限
と下限を求め、提案した割り当てルールが最適であることを証明した。政策の割り当てに制約
がある場合においても、本ルールは適用可能であることを明らかにした。最悪のケースの平均
効用リグレットの上限を下げ、収束レートを向上できるデータの条件を検討した。先行研究で
求められた収束速度と比較し、本研究で得られる結果の性質を分析し、その優劣を示した。 



真の傾向スコアが未知とした場合のノンパラメトリックとパラメトリックの二つの方法での
推定法を提案した。この時の漸近性質を探求し、ノンパラメトリックで傾向スコアを推定した
場合の収束レートは落ちることが分かった。 
今後、実際のデータを用いて、本研究で提案した手法を適用することで、本研究の理論の実

証分析への応用性を示し、実証分析を行う。 
 

（2）自信過剰の統計的検定 
ランキング実験では、実験参加者は、自分を他の実験参加者と比較して、自分が実験参加者

におけるランキングを答える。このようなデータは、多くの人が自分は他人より優れていると
答えることがよくある。一見して自身過剰のように見えるが、それが統計的意味のある自身過
剰といえるかを統計的に検定する必要がある。この研究では、モーメント不等式の手法を使っ
て、自信過剰の有無の統計的検定を行った。人々はベイジアンアップデートによる合理的な行
動をする場合に成り立つ不等式で、帰無仮説を構築し、検定統計量を計算した。モーメント不
等式手法より、臨界域を求め、統計的検定の結論にまとめた。 
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